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はじめに

現在、人文社会科学の広い範囲で、 情報科学

の発展を踏まえた研究が急速に進め られている。

しかるに、歴史学の分野では、著 しく立ち後れ

ている。この数年来、世界的な規模で進行して

いる変動は、歴史研究の必要性をますます増大

させている。国際化の時代、 地方の時代といわ

れている今日、国際理解を深め、地域の個性的

な発展に資するためには、情報科学の成果を活

用した歴史情報資源(文献史料をはじめとする

歴史的諸資料)の研究が必要である。日本学術

会議第 1部は、このよ うな認識に基づいて、 「国

立歴史情報資源研究センター(仮称)Jの構想を

具体化して報告することにした。

I 構想の背景

歴史学は史料 を基礎にして成立する。した

がって、史料の収集とその活用が、歴史研究を

推進する。 近年の歴史研究の進展は、研究の深

化 と研究分野の多様化に伴って研究成果も著し

く増大した。また、内外の諸地域の史料は誠に

膨大であり、電子計算機などの情報システムの

活用な しには、ほと んど利用が不可能な状況を

きたしている。 近年電子計算機の長足な進歩と

普及によって、歴史研究の分野においても、様々

な情報を一度に大量に、また多角的かっ微細に、

分析 ・整理 ・研究することが可能とな り、 また、

従来の手法では解明しえなかった事柄にも新た

な光を照射することが可能になってきた。歴史

情報資源研究は、 電子計算機など各種電子情報

システムの歴史研究への効果的利用を図り、各

種資料の電子化を進め、史料分析の方法的検討

を通じて、歴史研究の新分野を構築 しよ うとす

るものである。ここにいう歴史情報資源とは、

文献史料はも ちろんのことであるが、さらに伝
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承、慣習、物資料、映像資料、言語資料、音響

資料など、歴史に関わる情報をもっ文献以外の

諸資料をも含むものである。とりわけ今日の歴

史研究にあっては、地域史・近現代史の情報が

著しく増大しており、これら情報資源の組織的

な調査研究を行う共同利用機関の設置が急務と

なっている。

II 歴史情報資源研究の緊急必要性について

歴史学は、本来、公私の文書記録を主とした

文献資料による学問として進められてきた。し

かし、今日の歴史研究が史料について直面して

いる大きな問題の一つは、文献以外の諸資料を

史料として扱うことの困難さである。そしてそ

の史料化の必要は、文化人類学や民俗学などと

歴史学との接触が頻繁になったことを契機にし

て、近年著しく強まっている。関連諸科学と共

有する資料の史料化・情報化は、情報メディア

の拡大とともに緊急に必要とされている重要課

題であり、この分野における歴史情報資源研究

の役割は大きい。

もう一つの問題は、史料保存をめぐる問題で

ある。現代の流動的な社会状況にあっては、史

料の移動が甚だしく、さらに、本来一つのもの

であった文書が二分三分されて遠隔地に分割さ

れて所蔵されるなど、史料保存をめぐる好まし

からざる環境は一層増大してきている。史料の

現地保存主義の貫徹は我々が基本的立場として

とるところであるが、その点からいっても、地

方史文献史料の情報化は緊急な課題である。そ

して、このような情報化が、史料保存にも大き

な貢献をなすことは明らかである。

また、歴史情報資源研究は、近現代史研究を

有効に促進するためのより一層切実に重要な課

題としても要請されている。今日、歴史研究に

対する要請は、すぐれて現代的な、しかも国際

的な広がりと深みとをもっているものといえよ

う。とりわけ我が国と歴史的に関係の深い地域

あるいは国家に関して、内外の史料を系統的か

っ可能な限り網羅的に情報化すること、及び海

外における史料研究や地域研究の動向を正確に

把握することは緊急の課題である。 19世紀以降、

我が国は、諸民族や諸国と様々な関係を深めて

きた。しかし第2次世界大戦後、特に中園、朝

鮮、北アジア、東南アジア、北洋を含む太平洋

諸地域に関する歴史情報を把握できないままに

なっている。近年、それらについて調査可能な

状況が生まれつつあり、国際的学術交流体制の

整備を踏まえて、早急に調査研究に着手するこ

とが必要である。

さらに歴史情報資源研究は、地域史研究に関

わる情報の集積・統合にとっても、緊急かつ不

可欠な役割を担っている。戦後の日本史研究は、

地域の歴史や生活の歴史が重視されることに

よって歴史像は豊かさと広がりを増してきた。

しかし、それらの成果の中には、いわゆる学会

誌以外の媒体によって発表されているものが少

なくない。地方史研究が膨大な量に達した今日

においては、全国的な視野でそれらの成果を確

かめることは不可能な状況にあり、この傾向は

最近一層増大しつつある。研究対象としている

地域についての既往の史料情報や研究情報、他

地域での情報は、研究者として当然知らなくて

はならない事柄である。こうした研究環境整備

のためにも、地域史研究情報の統合の緊急必要

性は極めて高い。

III r国立歴史情報資源研究センター(仮称)J

が担うべき機能について

「国立歴史情報資源研究センター(仮称)J

は、歴史学への現代的要請に応え、新しい学術

的条件の構築・整備を図るもので、歴史研究に

必要な情報資源に関する研究を進め、史料情報

に的確に対応することを目的とするものである。

本研究センターは、史料とりわけ内外の地域史

に関する研究と近現代史に関する研究の情報の

収集・整理・公開を重要な課題としている。

今日の歴史研究が緊急に必要としている課題

に対して、「国立歴史情報資源研究センター(仮

称)Jの機能を列挙すると、次のようになる。

①様々な資料を、歴史研究の素材としてど

のように情報化しうるかについての研究。

② 資料の保存・整理についての研究。

③様々な情報化された資料が、どのように

歴史研究に利用しうるかについての研究。

④近現代史に関する史料が、国の内外にど

のように存在し、それをどのように利用で

きるかに関わる情報化。

⑤ 海外における近現代史や地域研究につい

ての動向を知り、国際交流・国際理解を進

めるために必要な事柄の情報化。

⑥ 特定の地域において、どこにどのような

内容の史料と研究があり、どのようにして

利用できるかに関わる情報化。

⑦特定の問題についての関係史料と研究が、

どの地域に、どのように存在し、利用でき

るかに関わる情報化。

⑥ 歴史情報資源研究に携わる研究者の養成。

⑨ その他、事業の過程で収集された資料の

保存と公開利用など。

これらの諸機能は、相互に関連しあうことは

いうまでもないが、これをさらに具体的に説明

すれば以下の 4項に整理できる。

(1) 歴史情報資源研究システムの研究開発



情報処理技術の急速かつ多様な発達を踏ま

えて、新たな研究システムの開発を進める。

この分野は機器やメディアの画期的進歩が常

に見られるので、これに対応するソフトウェ

アの開発が急務となる。歴史学界においても、

今日各方面で研究開発が続けられているが、

技術面や経済的理由によって、個人や小規模

の施設では十分な研究開発は不可能となって

いる。このような観点から、本研究センター

においては、計算機を使って大量の歴史情報

資源を集積利用するためのシステムを開発し、

さらにこれらの歴史情報資源を学術情報ネッ

トワークにのせて学界の共同利用に供する。

(2) 史料論としての情報資源研究の推進

「国立歴史情報資源研究センター(仮称)J 
が開発すべき研究システムは、技術的側面に

限られるものではない。人工的システムを利

用した歴史研究の方法的検討が眼目であって、

史料学の新分野を構築することにある。「国立

歴史情報資源研究センター(仮称)Jでは、新

しいメディア、機器類を利用しての史料分析

の方法的検討とその実用化の試験的研究を進

める必要がある。また、それら先端的・試験

的研究の推進と平行して、歴史事象に関わる

情報処理システム、歴史的語裳の研究、文書

の様式論・機能論などについての研究、各種

史料の電子化の方法的検討などを行う。我が

国をはじめアジア諸国の史料は多種かつ多量

の文字によって記述されており、これら多種

多量の文字史料を効率よく電子化し活用する

手段は、いまだ十分には開発されていない。

漢字処理・多言語処理や文字読み取り機能

(OCR)の開発研究も「国立歴史情報資源研

究センター(仮称)Jに期待されるところであ

る。これらの研究成果は一人歴史研究の分野

にのみとどまるものではなく、人文社会科学

の諸分野に及ぽす効果は極めて大きい。

(3) 歴史情報資源の対象と集積

歴史学が対象とする史料、集積された研究

成果は極めて多い。そのため、学術情報シス

テムの活用なしには有効利用はほとんど不可

能である。

「国立歴史情報資源研究センター (仮称)J 
では、地域社会に関わる各種の歴史情報資源

の収集・整理・活用のための学術情報システ

ムの開発を進める対象とする史料情報・研究

情報は、主として日本の各地域に関する近

世・近代・現代の歴史情報であるが、また我

が国がこれまで深い関わりをもってきた中園、

朝鮮、北アジア、東南アジア、北洋を含む太

平洋諸地域並びにこれらの諸地域と関係する

欧米諸国の各種関連情報をも対象とする必要
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がある。

なお、地域史研究には、諸地域の政治・経

済のみならず、 言語・文化・民族・自然等に

関する幅広い視野の情報をも含むものである。

また、過去の両大戦聞の対外関係の諸史料

をはじめとして、現代史に関わる史料の多く

は、いまだ体系的な把握がなされていない。

史料の発掘が必要であるとともに、既知の史

料についてもその全体的かつ系統的把握が緊

急の課題となっており、この面でも現代史料

に関する情報検索システムの構築は重要な課

題である。

歴史情報資源研究は、史料の収集を進め、

これを電子化された情報として集積し、利用

者に提供することを重要な課題としている。

例えば、電子あるいは画像(映像)ファイリ

ングシステムは、マイクロ・フィ Jレムに代わ

る収集・保存の基本的手段となっており、光

磁気ディスクあるいは光磁気ライブラリー、

多種の文字を使用できる大量の記憶装置を利

用した史料の集積、史料集の作成・公開など

が考えられる。これらはすでに実用の域にあ

り、一部の文献、史料については公開・公刊

の手段となっている。書誌的資料、辞書類、

各種目録・索引類をはじめとして、歴史研究

に利用する基本的文献史料のデータベース化

は今後ますます必要度が高まると考えられる。

情報を電子化することによって高速かつ多機

能的な検索が可能となり、また、文字・画像

通信システムなどの通信手段の開発によって、

遠隔地問での史料へのアクセスができるよう

になれば、各国との情報交換を含め、広く関

係研究者に対する効用は大きい。

(4) 情報の公開並びに研究者の養成

開発された研究成果を広く学界、研究者に

提供するとともに、リグアレンスなどを積極

的に行う必要がある。

歴史情報資源研究は新たに開発される学問

分野であり、当然のこととしてそのための研

究者養成の機能が必要になっている。ことに、

公文書館法の施行以降、各地に設置されてき

た史料保存・利用機関においては、歴史学や

史料保存科学に造詣が深く、史料収集・整理

の能力をもっ専門家が一層求められている。

「国立歴史情報資源研究センター(仮称)J
は、歴史情報資源研究に関わる教育、指導、

普及のための各種講習会・講座を開設し、大

学院レベルの教育機能を備え、研究者の育成

に当たる。本研究センターにおける事業は、

長期的かつ計画的に推進することが求められ

る。
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IV r国立歴史情報資源研究センター(仮称)J

の機構について

「国立歴史情報資源研究センター(仮称)J

は、管理部門の他、以下に述べる 3つの研究部

門によって構成されることが望ましい。

第 1研究部門は歴史的に存在する様々な情報

資源を電子化して集積利用するための研究開発

を行う。歴史情報資源研究システムのソフト

ウェア全般の研究開発に当たる第 l研究室と、

史料学を援用し、情報システムを用いて史料分

析や歴史研究のための具体的な研究開発に当た

る第2研究室を置く。

第 2研究部門は近現代史に関する研究部門で

あって、各種の現代史料を体系的に情報化し可

能な限り公開を図るとともに、集積した歴史情

報資源に基づいて研究を推進する。第 1研究室

は広く近現代に関する研究情報を集積、公開す

る。第 2研究室では、特に近現代において我が

固と関係の深かった中国、朝鮮、北アジア、東

南アジア、北洋を含む太平洋諸地域等、海外の

諸地域に関する各種研究情報を組織的かつ体系

的に調査収集することを緊急の課題とする。こ

れを促進するために在外研究連絡所と連絡駐在

員を置く。

第 3研究部門は、地方史に関する研究部門で

あって、第 1研究室では地方史研究情報を集積

するための総合的な調査研究を進め、第2研究

室では圏内の諸地域に関する各種の史料情報を

集積して可能な限り公聞を図る。

管理部門は、庶務、会計、研究協力、技術、

施設の 5課を置く事務部と資料の収集整理と公

聞に当たる資料保管部の 2部によりなる。資料

は集中管理を旨とするので、資料保管部内に閲

覧利用のための施設を置く必要がある。

各研究部門に所属する研究者は、担当する研

究を行うとともに、別に設定する研究主題に応

じて、他の部門及び本研究センター外の研究者

と流動的に調査研究組織を構成して共同研究を

行う。海外研究連絡駐在員は、海外の研究機関

及び歴史情報資源に関する情報収集と研究連絡

に当たるもので、在外研究員その他の研究員・

事務官を委嘱することが考えられる。

「国立歴史情報資源研究センター(仮称)J 
は、各種情報を提供するサービスの機能にも十

分留意する必要がある。本研究センターは研究

成果の公開や集積された各種の情報を提供する

サービスの機能を十分に発揮できるような制度

的な保証が必要である。しかし、研究機能と分

離したところでは十分なサービスをなしえない。

研究とサービス機能との結合が必要であるが、

そのため各部門を横断する機能をもっネット

ワーク上に端末を置き、さらに本研究センター

外(海外を含む)の諸機関とのネットワークを

設けることなどが考えられる。この機能を持つ

キー・ステーションが中心となって、研究成果

の公開と共同利用の推進を図り、歴史情報資源

研究に関わる普及、各種リファレンスを行う。

V 既設の共同利用機関等との関係について

学術審議会が、「今後における学術情報システ

ムの在り方についてJ(昭和55年)を答申して以

来、我が国の学術情報システムの整備が進めら

れた。その過程において、専門分野における学

術情報を取り扱う部署は、その分野の中核研究

組織に附置することが適当とされ、大学共同利

用機関等に情報部門が設置されてきた。日本学

術会議においても「大学等における学術諸分野

における研究活動の推進について(要望)J (昭
和63年)で、研究情報センターは適切な大学の

学部、研究所等に附置するとの見解を示してい

る。

歴史情報資源研究センター設置に当たっては、

こうした経緯を十分に踏まえねばならない。そ

のため、まず人文・社会科学の分野にあっては、

ここ30年ほどの聞にどのような関連諸研究機関

あるいは関連諸研究施設が、国立大学に設置さ

れてきたかを調査した。日本学術会議の人文・

社会科学を振興するための方策に関する勧告

(昭和37年)を受け、文部省が策定した「人文・

社会科学専門文献センター案J(昭和38年)に基

づき、東京大学法学部附属外国法文献センター、

一橋大学経済研究所附属日本経済統計文献セン

ター(現在は同日本経済統計情報センター)、京

都大学人文科学研究所附属東洋学文献センター、

神戸大学経済経営研究所附属経営分析文献セン

ター、東京大学東洋文化研究所附属東洋学文献

センターの 5文献センターが設置されて以来、

国立の関連諸研究機関・関連諸文献資料情報セ

ンタ一等は、教育に関するセンターや各地域の

共同研究の窓口となっているセンタ一、その他

設置目的よりみて理工系・生物系の比重が高い

ものを除いて約50にのぼる。

その設置形態は、

1.大学共同利用機関(6)

2. 同附属施設(4)

3.国立大学附属共同利用研究所(1)

4.国立大学附属研究所附属施設等(6)

5.国立大学の研究センタ一等(学内共同教

育研究施設)(13.うち部門を置くもの 3 ) 

6.国立大学学部附属研究施設 (18. うち部

門を置くもの 3) 
7.国立大学に学内措置等により設置された

その他の研究施設(若干)

等多岐にわたっている(別表 1参照)。



こうした諸機関・諸施設に、情報関連の機関

や東京大学附置史料編纂所など30年以前から置

かれている若干の関連諸機関・諸施設等を加え、

設置目的を考慮、して分野別に大略整理したのが

別表2である。

別表2のうち、**を付した機関は、その分

野の中核的研究組織と認められて情報部門が設

置されている。また*を付した機関(施設)は

いずれもその分野の中核的研究組織であるか、

施設が置かれている機関が中核的研究組織と認

められているものであって、現在情報部門の設

置が認められつつある。

「国立歴史情報資源研究センター(仮称)J 
は、歴史的な情報資源の集積と研究開発並びに

そのための教育を主目的とするものであるので、

1の情報分野とは性格を異にし、 2・3・6と

は、とりわけ深く関わるものの、 2~9 のいず

れの分野とも関連をもっ、いわば人文 ・社会科

学を縦断する研究組織である。情報部門を置く

こうした研究組織の設置は、人文・社会科学の

発展に資するところが大きく、特に全国大学共

同利用機関として極めて有効であると認められ

る。

別表 1 関連諸機関・関連諸文献資料情報セン

タ一等(設置形態別)

(括弧内は設置年)

1.大学共同利用機関

国文学研究資料館(部として史料館4部門を

組み込む) (昭和47)

国立民族学博物館(昭和49)

国立歴史民俗博物館(昭和56)

統計数理研究所(昭和60)

学術情報センター(昭和61)

国際日本文化研究セ ンター(昭和62)

2.大学共同利用機関附属施設

国立民族学博物館情報管理施設(昭和49)

統計数理研究所統計データ解析センター

(昭和60)

統計教育 ・情報センター (昭和60)

国際日本文化研究センター情報管理施設

(昭和62)

3.国立大学附置共同利用研究所

東京外国語大学アジア ・アフ リカ言語文化研

究所(昭和39)

4.国立大学附置研究所附属施設等

東京大学東洋文化研究所 東洋学文献セン

ター(昭和41)

東京大学 社会情報研究所情報メディア研

究資料センター(昭和42)

一橋大学経済研究所 日本経済統計情報セ

ンター (昭和38)
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京都大学人文科学研究所東洋学文献セン

ター(昭和40)

神戸大学経済経営研究所経営分析文献セ

ンター(昭和39)

広島大学原爆放射医学研究 所 原 爆 被災学

術資料センター(昭和49)

5.国立大学の研究センタ一等(学内共同教育

研究施設)

①部門を置くもの

東北大学 応用情報学研究センター(昭和

47) 

京都大学 東南アジア研究センター(昭和

40) 

京都大学 アフリ カ地域研究センター (昭

幸口61)

②主として研究を目的とするもの

北海道大学 スラブ研究センター(昭和53)

埼玉大学行動科学情報解析セ ンター(昭

和55)

東京大学総合研究資料館(昭和41)

東京芸術大学芸術資料館(昭和45)

お茶の水女子大学 女性文化研究センター

(昭和61)

一橋大学 社会科学古典資料センター(昭

和53)

京都工芸繊維大学 美術工芸資料館(昭和

55) 
広島大学平和科学研究センター(昭和50)

九州大学石炭研究資料センター(昭和54)

鹿児島大学南太平洋海域研究セ ンター

(昭和63)

6.国立大学学部附属研究施設

①部門を置くもの

北海道大学文学部北方文化研究施設(昭

和41)

東京大学文学部 文化交流研究施設(昭和

41) 

九州大学文学部 九州文化史研究施設(昭

和40)

②主と して研究を目的とするもの

秋田大学鉱山学部鉱業博物館(昭和40)

東京大学法学部 外国法文献センター (昭

和38)

東京大学法学部近代日本法制史料セ ン

ター(昭和56)

東京大学大学院法学政治学研究科比較法

制国際センター (平成5)

東京大学教養学部 アメ リカ研究資料セン

ター (昭和42)

東京大学教養学部 言語文化センター(昭

和54)

東京農工大学工学 部 繊 維 博物館(昭和52)
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東京芸術大学美術学部古美術研究施設

(昭和52)

横浜国立大学経済学部貿易文献資料セン

ター(昭和53)

名古屋大学経済学部経済構造研究セン

ター(昭和61)

滋賀大学経済学部史料館(昭和42)

京都大学大学院法学研究科・法学部 国際

法制文献資料センター (昭和54)

広島大学文学部総合地誌研究資料セン

ター(昭和61)

広島大学経済学部地域経済研究センター

(平成 1) 

長崎大学医学部原爆被災学術資料セン

ター (昭和49)

7.国立大学に学内措置等により設置されたそ

の他の研究施設

東京芸術大学写真センター (昭和51)

富山大学経済学部 日本海経済研究所(昭和

48) 

京都大学文学部羽田記念館(昭和41)

別表 2 関連諸機関・関連諸文献資料情報セン

タ一等(分野別)

1.情報

学術情報センター

大型計算機センター(7大学)

総合情報処理センター (17大学)

情報処理センター (49大学)

応用情報学研究センター(東北大学)

2. 日本文化資料

北方文化研究施設(北海道大学)

日本文化研究施設(東北大学)

古美術研究施設(東京芸術大学)

写真センター (東京芸術大学)

芸術資料館(東京芸術大学)

博物館(京都大学)

五浦美術文化研究所(茨城大学)

美術工芸資料館(京都工芸繊維大学)

**国立歴史民俗博物館

**国文学研究資料館

国文学研究資料館史料館

**国際日本文化研究センター

* 史料編纂所(東京大学)

3. 日本産業別・地域別資料

地域経済研究センター(広島大学)

総合地誌研究資料センター(広島大学)

石炭研究資料センター(九州大学)

鉱業博物館(秋田大学)

繊維博物館(東京農工大学)

水産資料館(東京水産大学)

史料館(滋賀大学)

紀州経済史文化史研究所(和歌山大学)

九州文化史研究施設(九州大学)

日本海経済研究所(富山大学)

4.経済・産業資料

* 経営分析文献センター (神戸大学)

産業経営研究施設(一橋大学)

貿易文献資料センター (横浜国立大学)

経済構造研究センター (名古屋大学)

日本産業経済研究施設(東京大学)

農業簿記研究資料センター (京都大学)

産業教育計画研究施設(北海道大学)

5.統計資料

* 日本経済統計情報センター(一橋大学)

統計データ解析センター (統計数理研究所)

統計教育・情報センター (統計数理研究所)

経済計測研究所(和歌山大学)

6.東洋学・地域研究資料

* 東洋学文献センター(京都大学)

* 東洋学文献センター(東京大学)

羽田記念館(京都大学)

**国立民族学博物館

総合研究資料館(東京大学)

文化交流研究施設(東京大学)

**東南アジア研究センター (京都大学)

南太平洋海域研究センター(鹿児島大学)

**アフリカ地域研究センター (京都大学)

**スラプ研究センター(北海道大学)

アメリカ研究資料センター (東京大学)

言語文化センター(東京大学)

**アジア・アフリカ言語文化研究所(東京

外国語大学)

7.政治・法制資料

* 外国法文献センター(東京大学)

近代日本法制史料センター (東京大学)

比較法制国際センター(東京大学)

情報メディア研究資料センター(東京大学)

国際法制文献資料センター (京都大学)

8.戦争・平和資料

平和科学研究センター(広島大学)

原爆被災学術資料センター (広島大学)

原爆被災学術資料センター(長崎大学)

9.社会資料

女性文化研究センター (お茶の水女子大学)

行動科学情報解析センター(埼玉大学)

社会科学古典資料センター(一橋大学)




